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《会社令和６年度運営方針提起後の議論》
業務改革と収益拡大について

組合：運営方針の前文の中で、ＩＣＴ等の最近の技術を活用して、効率的な業

務執行体制を構築する「業務改革」と新しい発想による「収益の拡大」の

２つを柱とした経営体力の再強化に取り組むと謳われているが、具体的に

１から11項目に展開されていないので、具体的な業務改革と収益の拡大の

中身を示してほしい。

会社：業務改革について2022年10月に社内外に説明している。個別の項目に入

っているので、例えば輸送サービス充実で可動柵整備に向けた調査設計だ

とか自動運転システムの開発も進めていく。ＴＯＩＣＡのエリアの拡大も

業務改革の一環であるし、具体的になってきたものが、個別のメニューに

入ってきたものと理解してほしい。

前例のない挑戦について

組合：前文の中で前例のないことに挑戦しながら、中長期的な観点で各種施策

を力強く推進するとあるが、前例のないことにも挑戦しながらとあるのは、
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リニア２０２７年開業断念を静岡
だけを悪者にするのはやめろ！
令和６年度運営方針についての経営協議会

本部は３月２９日、令和６年度運営方針について経営協議会を開催しました。

会社は「業務改革と収益の拡大」を柱にして経営体力の再強化に取り組むと

して、１１項目の方針を示しました（別紙参照）。

本部は、１１項目の重要部分について質問しました。特に２９日にマスコミ

報道された「リニア２０２７年開業断念」について、工事に着手できていない

静岡だけを理由にし、悪者にするのは止めろと追及しました。同時にリニア建

設について、ＪＲ東海労の申し入れに対する経営協議会の開催を強く主張しま

した。
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わが社は鉄道業が中心で収益を得ているが、収益を得るための施策として

現段階説明するようなことがあれば明らかにされたい。

会社：前例のないことへの挑戦について、範囲は鉄道事業だけではなくて、グ

ループ事業も含めた前例のないチャレンジであり、プロレス新幹線とか、

おいしい新幹線のような、これまでやってきていないことにもチャレンジ

は発信しようと考えている。

新幹線の新たな座席のあり方について

組合：２項で新幹線の新たな座席のあり方についての中身を明らかにされた

い。

会社：新たな座席のあり方について、ＳワークＰＣだとかビジネスブー ス

の設置、Ｓワーク車両もそのものである。収益の拡大で上級車両 について

は社内で検討中であり、成案でき次第世の中に出して行き たいと考えてい

る。

可動柵設置工事について

組合：３項で新幹線全駅への可動柵整備に向けた調査設計とあるが、可動柵の

具体的な設置時期を明らかにされたい。

会社：新幹線全駅の可動柵設置については、調査設計に取り組む。17駅やのぞ

み停車駅で調査設計は時間がかかるので、令和６年度もどこかの駅で可動

柵設置工事が始まるわけではない。６年度も調査設計段階である。

自動運転システムについて

組合：自動運転システム（ＧＯＡ２）の進捗状況と実施時期について明らかに

されたい。

会社：自動運転の時期は現段階2028年度を目指している段階である。変更はな

い。

組合：大きな運転システムの変更や運用の改正は、2027年位には説明があるの

か。

会社：乗り組み基準の話と思うが、そのようなタイミングでは決まらない。20

28年度に全て自動運転できることではない。最初の自動運転編成が2028年

度に入ってくるイメージである。

組合：実用化はまだまだと考えていいのか。

会社：そうである。2028年度を目指すステータスである。

リニア中央新幹線について

組合：４項で都市部トンネルについて当社のＨＰを見るとあまり進んでいない

と認識している。リニア中央新幹線で全長280キロあるトンネル部分の進

捗状況について明らかにされたい。
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会社：全長286キロがリニア中央新幹線であり、86％がトンネル部分となる。

各地で調査掘進を進めているが、2023年度で第１首都圏東百合ヶ丘は調査

掘進は終了している。2024年度は神奈川県の第１首都圏トンネルの梶谷工

区・東百合ヶ丘工区、東京や名古屋で本格的な掘進をしていく予定である。

山脈トンネルについては、様々な工事を進めている。南アルプストンネル

の山梨工区・長野工区で本格的な本坑掘進を進めている。６年度は長野県

の伊那山市トンネル、中央アルプストンネル岐阜県の日吉トンネルで本坑

掘進をやっていくことの計画である。

組合：当社のＨＰを調べると首都圏トンネルは37キロの計画があり、北品川12

4㍍、このじ53㍍、梶谷230㍍、東百合ヶ丘133㍍掘削されている。合計570

㍍となるが、37キロ計画の中で、570㍍調査掘進しているとの認識でいい

か。

会社：ＨＰで発表している通りで、調査掘進について掘進による周囲への影響

を確認しながら慎重に進めていくことになる。

組合：シールド工法で１日10㍍掘進していると言われているが事実なのか。

会社：ＨＰに掲載されている数字が事実である。

組合：シールド工法の工事スピードからすると10年はかかる。短縮のためには

立坑を何本も作らなければならない。山岳トンネルは立坑はできない。ト

ンネル工事について示せるものはあるのか。

会社：都市部は立坑を掘ってシールドマシンで掘っていく。一方山岳部は斜杭

を掘ってシールドマシンで掘っていく手順になる。工事が進んでいないと

の主張であるが、2027年開業断念について本日３月29日静岡工区のモニタ

リング会議が開催され、静岡工区の工事工程を明らかにした。その中で20

17年11月に工事契約が締結したが、６年４ヶ月工事に着手できない状況が

続いた。その状況を踏まえて2027年開業断念を宣言した。あくまでも開業

の遅れに直結しているしているのは静岡工区になるが、静岡工区以外にも

難工事の箇所は存在する。ただ全く着手できていない工区はない。したが

って開業の遅れに直結する工区は静岡工区しかないが、タイトになってい

るのは事実である。

組合：本日３月29日リニア開業について、2027年開業断念報道がなされている。

事実なのか明らかにされたい。

会社：事実である。

組合：2027年度に開業できないのは静岡工区が着手できていないことが最大理

由でいいか。

会社：そうである。

組合：難工事工区があるが、着手できているから2027年に間に合うと考えてい

るのか。

会社：間に合う、間に合わないのではなく、あくまでも開業時期を左右するも

のは静岡工区であって、それ以外の工事が開業時期に影響を与えるものは
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ない。

組合：現段階静岡工区を除けば2027年開業に間に合う認識か。

会社：そこまでは言えない。

組合：静岡工区が着手できた場合には、2027年開業はどうなるのか。

会社：仮に2017年には10年かかる計画だし、全く着手できていない以上、また、

掘ってみないと分からない部分もあるので、開業時期は分からない。見通

す状況にはない。

組合：静岡工区が着手できないと開業時期は見通せない、

会社：そうである。

新幹線開業60周年について

組合：６項で新幹線開業60周年にあたり、どのようなイベントを企画している

のか。合わせて、そのイベントに関わる社員や関連する業務を考えている

のか明らかにされたい。関連して社員への賃金や手当そして労働条件につ

いても明らかにされたい。

会社：60周年イベントについて、プレスしたのが６月に三島研修センター予定

している。新幹線のお仕事体験イベントを企画している。改札業務や新幹

線運転シュミレター体験等、お仕事体験をしてもらう。研修センターの協

力を得て実施していく。詳細の中身はこれから詰めていくこととなる。

組合：60周年でイベント列車を走らせる計画はないのか。

会社：イベント列車を走らせる計画はない。

組合：ロゴマークはこれでいくのか。

会社：これでいく。60をモチーフにした。これでいく。

組合：60周年の記念で社員に対しては考えていないのか。

会社：報酬的なものは考えていない。

ツアーズについて

組合：ツアーズという旅行を販売する拠点があるが、店舗が縮小されている状

況である。ツアーズの今後の方向性と営業施策をどのように取り組んでい

るのか明らかにされたい。

会社：ＥＸサービス向上をはかることをやっている。ツアーズの業態について

今までは旅行商品を販売することが主であったが、現在ＥＸサービスの中

で旅行商品「旅パック」も販売することを行っている。また、ＥＸサービ

スで販売するには新幹線と宿のセットの商品でなく、沿線で利用できる旅

コンテンツを発売し、それをＥＸサービスの旅先予約の形で販売している。

旅行商品の売り方も変化し、ツアーズの業態についてもネットで売ること

へ変化し、コンテンツ開発を行っている。

ビジネスブースについて
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組合：新幹線車内における個室タイプのビジネスブースとは廃止した喫煙ルー

ムの利用を考えるが、他にビジネスユーザーが利用できる施策があれば明

らかにされたい。

会社：ビジネスブースもそうであるが、Ｓワークピースキーを実施し、新幹線

車内で仕事の有効活用していく。出張において新幹線利用時間帯も活用し

てもらう取り組みである。また、違う形では貸し切り車両パッケージがあ

る。より自由に報償旅行をしたり、企業が商品アピールの場として利用し

ている。新たな利用の形を提案している。

高速鉄道システムの海外展開について

組合：９項の高速鉄道システムの海外展開について、現実としてどのように進

んでいるのか。実現の可能性があるのか。

会社：米国について北東回廊プロジェクトとテキサス高速鉄道プロジェクトが

あるが、我々が開発主体ではない。なかなか難しいところがある。北東回

廊プロジェクトについては広報・プロモーション活動を実施していく。テ

キサス高速鉄道プロジェクトはＨテックという会社を介して働きかけを行

っていく。

組合：10年以上経過しているが、実現可能なのか。どこかの時点で判断しなけ

ればならない。

会社：米国サイドの動きを見ながらとなる。

日本型高速鉄道システムについて

組合：９項で日本型高速鉄道システムとはどういうことなのか。

会社：アイラ（国際高速鉄道協会）を通じて、日本型高速鉄道システムの内容

やメリットについて発信して国際的な標準にすることを進めていくことで

ある。

組合：新幹線を海外に輸出していくことの一環で進めているのか。

会社：専用線を使用することが日本型であるが、これを前提に輸出しようとし

ている。このことを理解してもらうための取り組みである。

組合：いつからやっているのか。

会社：アイラは2014年４月に発足した。

人事制度改正について

組合：10項で３月26日、組合に人事制度改正についての細部提案がされたが、

人事考課について業績考課と総合考課があって、業績には期末手当の判断、

総合にはＳからＤランク付けをし、Ｄランクが２年続けば降格や降職まで

記載されている。労働組合としては降格になるような人事制度はあっては

ならないものである。今後も労働組合に丁寧な説明をせよ。

会社：組合からの申し入れがあれば、適切に対応する。
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太陽光発電システムについて

組合：11項で太陽光発電システムの進捗も含めて、どのように進められている

のか。再生可能エネルギーをどこでどのように活用していくのかを明らか

にされたい。

会社：新幹線の新横浜から名古屋間ののり面を使用し、適した場所に太陽光パ

ネルを設置するものである。しかし、新幹線の電力動力とはならない。

大規模改修工事について

組合：１項の中に関連するが設備投資で2,800億円、うち安全関連で2,080億円、

うち安全安定輸送に向けた設備投資額は1,450億円で、昨年より200億円が

増えているが、具体的にどのように使われていくのか。また、設備投資額

から安全安定に向けた設備投資額を引くと630億円となり、その使途につ

いて明らかにされたい。

組合：大規模改修工事について2013年に国土交通省に変更の申請し認可されて

いる。変更の中身は2002年から毎年333億円を積立て、2013年の10年間に3,

500億円を積立、2013年から2023年まで毎年350億円を使い、大規模改修を

する認識である。2024年は200億円となっている。2019年から2024年のⅢ

期で1,360億円となっている。申請は2023年までだと想うので、この説明

せよ。大規模改修工事は2023年で終了と認識していたが、2024年から2028

年の５年間をⅣ期として500億円を使用していくとしている。この500億円

は積立てた3,500億円から捻出するのか。または新たな資金として運用し

ていくのか明らかにされたい。Ⅳ期は2023年までに改修工事に終わりきら

ずにⅣ期として設定したものなのか明らかにされたい。

会社：大規模改修工事について、一部については輸送サービスの充実項目に入

っていて、輸送サービスの充実の中で630億円が安全関連設備投資になっ

ている。

会社：大規模改修工事のⅢ期は2019年から2022年であった。

組合：国土交通省の承認は2013年である。

会社：10年申請であるが、鋼橋とトンネルは終了しているが、コンクリート橋

は８割は終了しているが、残り２割をⅣ期で改修していく。

組合：大規模改修工事は終了していない認識でいいか。

会社：そうである。

郡山駅での500㍍オーバーラン事故について

組合：東北新幹線つばさ121号の郡山駅での500㍍オーバーラン事故について、

０３を超えて450㍍オーバーランは考えにくいが、ＪＲ東海として実施し

ている車両点検も含めて、どのような受け止めをしているのか明らかにさ

れたい。
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会社：郡山駅での事故については、ブレーキ制御方式の違いや車両性能の違い

等をよく見ていかなければならない。

組合：事故原因は雪なのか。

会社：我々が調査できないので、ＪＲ東日本の発表だけである。

組合：絶対停止０３を超えてオーバーランは安全の根拠が揺らいでしまう。Ｊ

Ｒ東海としても教訓とせよ。

会社：時間を過ぎているので安全経営協議会があるので議論されたい。

以 上

会社令和６年度運営方針は次ページ以降掲載
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